地域主権戦略室より出先機関改革等に関する説明を受ける－７/20

－出先機関の事務・権限のブロック単位の移譲等について質す－

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

公務労協・該当構成組織は、20日14時から「国の出先機関改革等に関する説明」を地域主権戦略室から受けた。地域主権改革室からは、秀嶋参事官らが対応し、公務労協からは自治労、国公連合、国公総連（全農林、全開発、沖縄国公労）、国交職組、林野労組の委員長・書記長らが参加した。

冒頭、秀嶋参事官が、出先機関の原則廃止に向けたアクションプランを踏まえ、(ⅰ)国の出先機関移譲に関する特例制度の骨子（素案・未定稿）、(ⅱ)今後の検討スケジュール（９月に行われるアクションプラン推進委員会及び戦略会議において、①広域的実施体制の枠組みの決定、②移譲対象事務・権限の範囲（経済産業局、地方整備局、地方環境事務所を対象）についての概ねの整理、③人員移管等の枠組みの決定が行われ、移譲対象出先機関決定に向けての中間とりまとめが行われる。その後、順次法案化作業に入り、12月中に移譲対象出先機関、移譲対象事務・権限の決定が行われる）、(ⅲ)広域連合の制度概要などについて説明した。

説明を受けて、公務労協側は、地方分権改革＝地域主権改革は進めるべきテーマであると考えている。一方、この中の出先機関の廃止は、国家公務員からすれば自らの雇用をはじめ業務と組織がどうなるのか、受け入れ側である地方公務員にとっても、同様に業務や組織に大きく影響するものであり、それぞれ不安をもっている課題だ。これを理解して欲しい、とした上で以下の点について質した。

① この間、直轄道路、直轄河川、公共職業安定所やその他の事務・権限について検討が進められてきたが、それらの多くがまだ未整理の中で、今回、それら事務・権限の受け皿としての広域連合等の議論が進められ違和感がある。アクションプランを踏まえてのものとは思うが、まずは事務・権限を国、地方のいずれがやるべきかの議論をしっかり行うべきと考える。

② 現在、九州広域行政機構、関西広域連合、沖縄総合事務局より事務・権限の移譲について手が挙がっているが、地方への移譲はどのように進めていくのか。また、今後12月までにこれ以外の地方自治体から手が挙がらない場合、どのように事務・権限の移譲を進めていくのか。それとも、「国として広域連合・広域行政機構などの法整備を進めるので、受け入れ体制を整えて欲しい」とするのか。

③ 人員移管について、人材調整準備会合でどこまで具体的に決めるのか。また、この議論結果に基づき、９月の中間とりまとめで大方の結論が出されるのか。

④ 関西広域連合で奈良と福井が不参加を表明しているが、事務・権限の移譲をすすめるなかで、不参加の自治体へどのように対応するのか。

⑤ 現在のしくみでは広域連合に地方交付税を入れることができない。このため、広域連合の職員は、ほとんど、各自治体が人件費を負担する出向職員で構成されている。しかし、移譲対象出先機関の職員を広域連合の職員とするならば、人件費・財源も同時に移譲しなければ、財政的にも安定したものにならない。人と財源をセットにし、責任をもたせるしくみとするようにすべきだ。一方、北海道と沖縄に移譲された場合は、広域連合職員ではなく道・県職員となる。整理が必要だ。

⑥ 広域連合ができたとして、主管府省の指揮命令との整理はどうするのか。業務の流れを考えた時、かえって非効率にならないか。

⑦ 全国異動がある中で、たまたま勤務していた出先機関の事務・権限が広域連合に移譲され、そこの職員となるというのでは、当該職員は何の準備もできず酷ではないか。また、同じ出先機関の中でも、たまたま移譲される事務・権限を所掌する部署に勤務していたため該当になるということもあり得る。

⑧ 沖縄総合事務局は各府省の事務・権限を所掌しているが、それをまとめているのは内閣府だ。こういう体制の中、事務・権限の移譲について、どのようなスキームで県との協議など進めていくのか。

これに対し、秀嶋参事官は次のとおり回答した。

① 事務・権限の移譲について、国と地方がやりとりをして進めているが、財源の問題を含め道路、河川等は国と地方の意見が合わず議論がなかなか進まない。これに比べると、広域連合などについては、九州及び関西の提案以降、議論が先行している。そのため、広域連合などの議論が先に出ているように感じるのだと思う。なお橋本知事は、ガバナンスの立て方を変えるだけであり、地方整備局がなくなるわけではなく、関西広域連合にその機能が移るだけと主張している。反対に、災害時等における国の機能を重視し、一定程度国の関与を認めるべきとの意見もある。いずれにしても、全ての事務・権限を移譲するというのが議論のスタートであり、やる気のある地方の意見をどのように活かして行くのかが今後のポイントになると考えている。

② 「特例制度」による事務・権限の移譲は、全国一律、同時に進めるのではなく、手を挙げた地方自治体から体制整備を検討する。九州広域行政機構や関西広域連合については、特筆すべきほど議論が進んでいるが、その他検討している地域もある。また、３出先機関（経済産業局、地方整備局、地方環境事務所）と決めた訳ではなく、８府省１３機関の中でできるところがあれば、今後の議論の中で決めていく。

③ 人員移管の具体的内容については、第１回人材調整準備会合での議論状況によるところだ。また、９月の中間とりまとめにおいては、一通り何らかのものは９月に決める予定だが、その内容は使用者側の調整がどこまで進むかによると思う。

④ 広域連合への不参加自治体への取扱いについては、重要事項として検討を進めている。また、広域連合参加自治体に対し、国の関与の在り方や災害時の対応についても検証・検討が必要と考えている。

⑤ 広域連合が事務・事業をするということはどういうことなのかという整理が必要と考えている。

⑥ 例えば、国の直轄事業を移譲すればそれは直轄事業ではなくなる訳で、指揮命令と、財源のあり方を含めそれをどう整理するか。一方、経産省は国としてのモデル事業をかなりもっており、そのモデル事業を広域連合にやってもらうべきかなど検討・整理すべき課題がある。

⑦ 移譲の時点で偶然に広域連合に該当して身分移管されるということでは、当該職員にとって納得は得られないということは理解できる。人事管理的に整理が必要な問題と認識している。また、移譲の仕組みが「退職・採用」がいいのか、人事交流で何千人も受け入れるのが好ましいか、可能なのか、など検討すべきだ。さらに、該当の出先機関所属の職員だが、その時たまたま他府省に出向していた職員はどうする、ということもある。人事当局がきちんと整理しなくてはいけない。「宙に浮く」ということがあってはいけない。

⑧ 沖縄総合事務局は複雑な事務・権限の構造となっており、移譲にあっては、特殊要素を考慮し別途検討が必要と認識している。県に丸ごと移譲するというのではなく、国が行うべき補償の問題もある。

最後に、花村副事務局長が「広域連合については、国家公務員と地方公務員の双方に関わる課題である。したがって、公務労協として広域連合をどのように考えるか整理したいと考えている。これを含め、今後も、地域主権改革・出先機関改革について要請・協議を行いたいと考えている。よろしくお願いしたい」と述べ、説明会を締めくくった。

以上

